
かとれすいメコン王ふ

レール

諸支出金の内訳 Ｈ２４

公債費 1000

国民健康保険 132

介護保険 159

後期高齢者医療 157

市街地再開発 88

市営住宅 52

下水道 60

港湾 30

高速鉄道 44

その他   169

事業
Ｈ２３

(百万円)

Ｈ２４

(百万円)
増減

公債費 384,723 342,612 △４２１１１

国民健康保険事業費 154,721 159,147 ＋４４２６

介護保険事業費 103,323 109,658 ＋６３３５

後期高齢者医療事業費 27,688 29,977 ＋２２８９

市営住宅事業費 29,408 27,860 △１５４８

市街地再開発事業費 10,602 10,817 ＋２１５

市場事業費 4,370 5,104 ＋７３４

空港整備事業費 4,121 2,887 △１２３４

農業集落排水事業費 1,211 1,202 △９

食肉センター事業費 1,105 1,180 ＋７５

駐車場事業費 1,145 1,152 ＋７

勤労者福祉共済事業費 378 373 △５

海岸環境整備事業費 1,420 275 △１１４５

農業共済事業費 252 247 △５

母子寡婦福祉資金貸付 245 135 △１１０

土地先行取得事業費 79 0 △７９

市税 H23 H24 増減

個人市民税 874 905 ＋３１

法人市民税 272 271 △１

固定資産税 1131 1078 △５３

都市計画税 225 214 △１１

特別土地保有税 0 0 ＋０

市たばこ税 100 98 △２

事業所税 83 86 ＋３

軽自動車税 11 11 ＋０

入湯税 2 2 ＋０

民主党神戸市会議員団 川原田弘子ニュース

ひろこだよりＶＯＬ．２３

～神戸市の財政状況（H24 決算より）～

２０１３年１０月号

海岸線の御崎車両基地を視察しまし
た。昔、「地下鉄の車両ってどっから
入れたんでしょうね？」って、あり
ましたよね！？わたし、古い？通電をして点検中の車両

神戸市のＨ２４年度の決算では、税収の減少（主に固定資産税・都市計画税の評価替えによる減少）

はありましたが、行財政改革を進めた結果、歳出を抑制することができ、土地の売却などに頼ること

なく、１９億８５００万円の黒字を確保することができました。

市債については、毎年、発行抑制により削減の方向で進めてきましたが、Ｈ２４年度は、住宅供給

公社を解散・整理したことに伴う市債（第３セクター等改革推進債）１８３億円を発行するなどによ
り、前年度比＋１７６億円となっています。

架線のチェックとメンテナンス
を行う作業用車両。

地下の洗車機と同様です）
後、元に戻します。

１ 一般会計

歳入   ７,４３２億４５００万円 ｛対前年度比 ＋３．０％ （平成２３年度 ７，２２０億円）  ｝

歳出   ７,３５９億３００万円  ｛対前年度比 ＋２．７％ （平成２３年度 ７，１６６億円）  ｝

実質収支は、歳入より、

歳出に繰り越し財源５３

億５７００万円を加えた

７４１２億６０００万円

を差し引いたものとな

り、１９億８５００万円

の黒字となります。

歳入７４３３億円

地方交付税
国は、地方交付税の代わりに、地方公共団体に「臨時財政対策債」の発行を認め、地方は、これを発行することで、財源

に充てています。市債８２２億円のうち、４２１億円が地方交付税の代わりとなる臨時財政対策債です。後年度に交付税措

置されるものとなっていますが、将来の交付税制度の見直しも考えられます。また、神戸市は、Ｈ２３年度では、｛地方交付

税＋臨時財政対策債｝の金額が、札幌市、大阪市についで３番目となりました。震災時の多額の市債を依然抱えていること

にもよりますが、税収増の対策も必要です。

市債
（臨時財政対策債
    ４２１億円）*
建設地方債
      ２１８億円
第３セクター等

改革推進債
      １８３億円
―――――――――
計     ８２２億円

歳出７３５９億円

２ 特別会計

民生費や公債費など

の経費が大部分を占

め、投資に回せる予

算は非常に厳しい状

況です。

行政の事業にどれだ

けコストがかかって

いるのか、算出され

ています。次ページ

をご参照ください。

特別会計の大部分を占める保険関連事業は、高齢化に

伴い、毎年増加しており、一般会計からの繰入金も増

加の一途となっています。

３ 公営企業会計

下水道事業
単年度損益          ＋５４００万円
累積損益        －７３億６３００万円
一般会計繰入金     ６０億３３００万円
企業債残高      １５４４億９１００万円
累積資金過不足    ２３８億４４００万円

港湾事業
   単年度損益       －１０１億２０００万円
   累積損益         －１８４億７１００万円

一般会計繰入金       ３０億４８００万円
   企業債残高        ２６４３億円
   累積資金過不足     ２２億７１００万円

新都市整備事業
   単年度損益         ＋１５億２３００万円
   累積損益            １５億２４００万円

一般会計繰入金          なし
   企業債残高        ２３９４億３３００万円
   累積資金過不足     ９１１億５７００万円

自動車事業
単年度損益          ＋２億７００万円
累積損益            ８億４２００万円
一般会計繰入金       11 億９１００万円

企業債残高          ６１億２４００万円
累積資金過不足       －６億５３００万円

高速鉄道事業
  単年度損益         －７億１２００万円
  累積損益        －１２３０億８７００万円

一般会計繰入金       ４３億８３００万円
  企業債残高         １８９０億８００万円
   累積資金過不足      －８７億９１００万円

水道事業
   単年度損益         ＋４億３８００万円
   累積損益           ４５億６８００万円

一般会計繰入金       １２億２８００万円
   企業債残高         ３９５億４９００万円
   累積資金過不足    １３０億３７００万円

工業用水道事業
   単年度損益         ＋３億２２００万円
   累積損益           １６億４２００万円

一般会計繰入金           ２００万円
   企業債残高         ４４億７２００万円
   累積資金過不足      ２１億２６００万円

港湾事業会計は、Ｈ２４年度、｛海上アクセス１４

２億円＋Ｋ－ＣＡＴ１６億円｝の特別損失を計上し

たため、結果的に１０１億円の赤字となりました。

（会計上の数値であり、資金移動はありません。）

高速鉄道では、路線別にみると、海岸線で６０億円

の赤字ですが、西神山手線は５３億円の黒字です。

結果として、７億円の赤字となっています。

矢田市長就任当初、神
戸市は財政再建団体
に１歩手前の状況で
した。就任以来、行財
政改革と市債削減に
真摯に取り組まれ、Ｈ
２４年度末の市債残
高は、６０００億円あ
まり削減の１兆４０
３億円となりました。
１２年間、お疲れ様で
した。



事業別コスト計算書は、当該事業に要する人件費などを含めたコストと、それに対する受益者負担や一般財源の充当の状況を明らかにするために計算されています。

市民の皆さんに市政に対する理解を深めていただくことと共に、職員にもコスト意識を持ってもらい、市民の目線で業務に取り組んでもらうという効果も期待されます。

１．危機管理情報システムの管理運営

管理運営の全体コスト   ６５０３万円

市民一人あたり投入額     ４２円

〒655-0034 神戸市垂水区仲田 3-1-8-202
（垂水支部） 神戸市会議員 川原田弘子事務所
  TEL&FAX 078-709-8998

e-mail；happy@hiroko-club.com
URL；http://www.hiroko-club.com

ご相談は
こちらに

〒650-8570 神戸市中央区加納町 6-5-1
民主党神戸市会議員団
TEL 078-322-5844
FAX 078-322-6161

２．スパコン「京」の利用促進

利用促進の全体コスト ２億７５２１万円

市民一人あたり投入額     １７７円

３．「ＫＩＩＴＯ」の管理運営

管理運営の全体コスト １億１７５３万円

市民一人あたり投入額      ７６円

４．広報紙ＫＯＢＥの発行

管理運営の全体コスト ２億３７６１万円

市民一人あたり投入額     １０２円

５．神戸文化ホールの管理運営

管理運営の全体コスト ２億４４２１万円

市民一人あたり投入額     １４８円

６．区役所等市民課窓口業務

管理運営の全体コスト ３９億９６６万円

市民一人あたり投入額    ２０８６円

７．総合コールセンターの運営

管理運営の全体コスト   ５５９１万円

市民一人あたり投入額     ３６円

８．市税の課税・徴収業務

業務の全体コスト  ９０億１７５８万円

市民一人あたり投入額   ３９３７円

９．市庁舎の管理

管理の全体コスト  １０億８０４９万円

市民一人あたり投入額   ６６６円

１０．生活保護

保護の全体コスト ８８４億４８３６万円

市民一人あたり投入額  １６，３９８円

１１．乳幼児等医療費助成

乳幼児医療のコスト ２４億７２４７万円

市民一人あたり投入額     ９４１円

１２．公立保育所の運営

公立保育所のコスト １１０億１０３万円

市民一人あたり投入額    ６０１３円

１３．妊婦健康診査の助成

事業の全体コスト  １０億３５１４万円

市民一人あたり投入額    ４４０円

１４．ごみ収集

事業の全体コスト １０５億６１７４万円

市民一人あたり投入額   ６８１１円

１５．容器包装プラスチックの資源化

業務委託コスト    ３億３４８１万円

市民一人あたり投入額   １８９円

１６．神戸ルミナリエの開催支援

開催支援の全体コスト １億１５６５万円

市民一人あたり投入額     ３９円

１７．総合ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰの管理運営

運営の全体コスト     ６０４１万円

市民一人あたり投入額     ３９円

１８．放置自転車対策

事業の全体コスト   ２億６８７９万円

１台あたりのコスト     ７８９９円

１９．河川ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶﾒﾗｼｽﾃﾑの管理運営

管理運営の全体コスト   ７７３万円

市民一人あたり投入額     ５円

２０．すまいの耐震化

事業の全体コスト  ３億１５７１万円

市民一人あたり投入額     ７５円

２１．須磨海岸の管理運営

管理運営の全体コスト １億５７９２万円

市民一人あたり投入額      ９９円

２２．消防（災害）業務

業務の全体コスト ７０億８５６６万円

市民一人あたり投入額  ４５６６円

２３．救急業務

業務の全体コスト   ４４億２５７万円

救急車 1 回出動あたり  ５８，０８９円

２４．神戸マラソンの開催

開催にかかるコスト  １億５８０１万円

市民一人あたり投入額      ８６円

２５．小学校給食の運営

給食の全体コスト  ５７億３９２７万円

一食６０８円(保護者２３３円市３７５円)

２６．神戸市立博物館の管理運営

管理運営の全体コスト ５億９９４４万円

市民一人あたり投入額     ２４７円

～H24 年度事業別行政コスト計算書～


